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人 口 6,843 人 

 世帯数 3,341 世帯 

（平成 29 年１月１日住民基本台帳） 

 

 

 



１．まえがき 
 
  地方自治法第 243 条の３第１項及び「財政事情」の作成及び公表に関する

条例の規定により，平成 28 年度の決算及び平成 29 年度の予算状況について

公表します。 

  この「財政事情の公表」により，昨年度及び今年度の財政事情を町民の皆  

 様にご認識いただき，町政の推進に一層のご協力をお願いいたします。 

 

２．平成 28 年度一般会計決算状況             （単位：千円，％） 

 歳 入 歳 出 差引額 翌年度へ繰越 

すべき財源 

実質収支額 

28 年 度 6,503,108 6,318,562 184,546 26,163 158,383

27 年 度 6,665,477 6,509,412 156,065 33,510 122,555

増 減 額 ▲162,369 ▲190,850 28,481 ▲7,347  35,828

増 減 率 ▲2.4 ▲2.9 18.2 ▲21.9 29.2
   
  平成 28 年度の決算額は，歳入総額が 6,503,108 千円（前年度比 2.4％減）， 

歳出総額が 6,318,562 千円（前年度比 2.9％減）となり，差引額 184,546 千円

（繰越明許費 26,163 千円を含む）を翌年度に繰り越しました。 

  実質収支は，158,383 千円の黒字となりました。 
 
  【主な財政指標】 

 28 年度 27 年度 差 引 説 明 

財政力指数 0.18 0.17 0.1

地方公共団体の財政力を示す指数で，基準財政収

入額を基準財政需要額で除して得た数値の３ヵ年

平均。財政力指数が高いほど財源に余裕がある。

経常収支比率 92.2 93.4 ▲1.2

財政構造の弾力性を示す指標で，人件費，扶助費，

公債費のような経常経費に，地方税や普通交付税

等の経常的な一般財源が充当された割合で，比率

が低いほど弾力性が高い。 

実質公債費比率 16.0 16.7 ▲0.7

公債費及び公債費に準じるものによる財政負担の

度合いを判断する指標で，起債に協議を要する団

体の判定に用いられる。18％を超えると地方債の

発行に県知事の許可が必要となる。 

将来負担比率 116.5 120.6 ▲4.1

当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき

実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対

する比率。地方公共団体の一般会計等の地方債等

の現時点での残高を指標化し，将来財政を圧迫す

る可能性の度合いを示す指標ともいえる。 
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３．特別会計の決算状況                （単位：千円） 

会   計   名 収  入 支  出 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計  1,267,761 1,244,122 

奨 学 資 金 特 別 会 計 10,500 6,401 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 192,894 192,876 

農業集落排水事業特別会計  279,621 279,608 

介 護 保 険 特 別 会 計 936,213 918,041 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計  81,068 78,323 

水道事業会計
収 益 的 収 支 181,188 177,492 

資 本 的 収 支 374 61,310 

 

４．町有財産の状況（平成 28 年度末） 

名  称 現 在 高 名  称 現 在 高 

土    地 1,431,214 ㎡ 基  金 2,409,302 千円 

建  物 84,621 ㎡ 内

 

訳

財政調整基金 1,000,000 千円 

有価証券 43,600 千円 庁舎建設基金 550,000 千円 

車  両 91 台 そ  の  他 859,302 千円 

 

５．町債残高の状況（平成 28 年度末）         （単位：千円） 

区 分 現在高 内 容 

過疎対策事業債 2,698,910 道路整備・土地改良事業等 

辺地対策事業債 798,750 消防車庫建設・道路整備事業等

公営住宅建設事業債 1,304,035 町営住宅建設事業 

教育・福祉施設等整備事業債 1,247,204 小中学校校舎建設事業等 

臨時財政対策債 2,077,051 地方交付税の代替措置 

その他 2,107,668 災害復旧事業債等 

合  計 10,233,618  

 

６．町税負担額 

区分 単位 26 年度 27 年度 28 年度

町税総額 千円 583,879 582,913 601,885

１人あたり 円 83,280 83,476 87,956

１世帯あたり 円 174,814 174,525 180,151

人口 人 7,011 6,983 6,843

世帯数 世帯 3,340 3,340 3,341

 注）人口及び世帯数は，各年度の住民基本台帳登録人口（公表数値，各年度１月１日現在）による。また，町税総額 

は，町民税（個人・法人），固定資産税，軽自動車税，町たばこ税の合計である。 



７．平成 29 年度上半期の財政状況 

   今回の「財政事情」の公表は，今年度上半期における予算の執行状況を

公表し，厳しい社会情勢の中での本町の財政状況をご理解いただき，ご協

力をお願いするものです。 

 

平成 29年度各会計別執行状況（９月末現在）         （単位：千円，％） 

会  計  名 予算現額 収入済額（収入率）支出済額（執行率）

一 般 会 計 6,114,202 3,197,162（52.3） 2,650,267（43.3）

国民健康保険特別会計 1,327,388  605,998（45.7） 564,198(42.5)

奨学資金特別会計 9,783 8,057(82.4) 3,160(32.3)

下水道事業特別会計 256,194 122,928(48.0) 90,038(35.1)

農業集落排水事業特別会計 304,446 121,860(40.0) 85,137(28.0)

介護保険特別会計 959,807 533,722(55.6) 387,719(40.4)

後期高齢者医療特別会計 85,138 26,349(30.9) 20,709(24.3)

合      計 9,056,958 4,611,734(51.3) 3,832,066(42.6)

水道事業会計  

収 益 的 収 入 191,177 79,481(41.6)      －

収 益 的 支 出 185,220      － 51,599(27.9)

資 本 的 収 入 309 160(51.8)      －

資 本 的 支 出 61,588      － 26,962(43.8)

 


